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（仮称）おいらせ町防災基本条例の進め方について 

 

１． 地方公共団体の防災に係る条例の制定状況 

 

すべての都道府県及び市町村は、「災害対策基本法」に基づき、それぞれ「地域防災計画」を策定

しています。 

地方公共団体の中には、この他に防災に関する独自の「条例」を定める動きも見られます。条例は 

議会審議という民主的なプロセスを経て法的な根拠を有する等の理由から重要な意味を持ちます。 

近年、地方公共団体が新たに防災に関する条例を作り、地域の防災力を高めようとする動きが目立

ってきています。 

静岡県が、阪神大震災の翌年にいち早く「地震対策推進条例」を制定。以降、「東京都震災対策条 

例」（平成12 年）、「埼玉県震災予防のまちづくり条例」（平成14 年）、「愛知県地震防災推進条 

例」（平成16 年）、「岐阜県地震防災対策推進条例」（平成17 年）と続く。 

減災の国民運動の検討が開始された平成18年以降は、毎年複数の自治体が「防災対策基本条例」や 

「防災対策推進条例」等を策定しており、平成21年の施行を目指して同様の条例を検討している自治 

体も６県に上ります。 

都道府県： 約38％（18/47）※策定中を含む。 

政令市 ： 約18％（3/17） 

東京23 区： 約30％（7/23） 

 

２．町民参加による防災条例制定の意義 

 

阪神・淡路大震災以来、「自分のいのちは自分で守れ」というのが都市防災の常識になった感があ 

り、自分のいのちを自分で守るという「自助の精神」と隣同士が相互に助けあう「共助の精神」を 

高めていくためには、町民自らが防災行政に参画し、町民のための防災対策を作り上げていくこと 

が、最も肝要であることから、公募委員や自主防災組織等、多くの町民を条例制定に参画させる体 

制づくりが重要となっています。 

 

３．防災条例策定のための体制 

 

（１） （仮称）おいらせ町防災基本条例策定委員会の設置 

・ 学識経験者、防災関係者、住民代表等で構成する組織を設置（委員１５名以内） 

・ 条例骨子案・素案の検討 

・ 会議の公開・傍聴・会議録の公開等により、検討経過を情報提供 

① 委員会設置要綱の検討（Ｈ２５年２月） 

② 委員会設置要綱の制定（Ｈ２５年３月） 

③ 委員公募要領作成、広報・ＨＰ掲載依頼（Ｈ２５年３月） 

④ 広報４月号及び町ホームページで委員公募（Ｈ２５年４・６月） 

⑤ 公募以外の関係団体委員推薦依頼（Ｈ２５年７月） 

⑥ 第１回検討委員会（Ｈ２５年１０月、条例の必要性・今後の進め方） 

⑦ 第２回検討委員会（Ｈ２５年１２月中、条例素案の検討） 



平成２５年１０月 まちづくり防災課資料 

⑧ 第３回検討委員会（Ｈ２６年２月中、条例素案の検討） 

⑨ 第４回検討委員会（Ｈ２６年３月中、条例最終案の検討） 

 

（２） 住民等の意見反映 

・住民代表として公募委員３名を募集し、２名を（仮称）おいらせ町防災基本条例策定委員 

に選任 

・防災関係団体・事業者から代表者を推薦いただき、策定委員会で意見聴取 

・ パブリックコメント等の実施 

① 委員公募要領作成、広報・ＨＰ掲載依頼（Ｈ２５年３月） 

② 広報４月号及び町ホームページで委員公募（Ｈ２５年４・６月） 

③ ホームページで会議録を公表（随時） 

④ 条例原案のパブリックコメント募集（Ｈ２６年３月中） 

 

（３） 庁内調整 

・ 全庁的検討体制を確立 

・ 必要に応じてワーキンググループを設置し、具体的な内容を検討 

・ 政策会議及び庁議で庁内合意形成 

① グループウエアで条例素案への意見募集（Ｈ２６年１～３月） 

② 条例最終案を政策会議に提案（Ｈ２６年４月） 

③ ５月庁議で条例案を付議（Ｈ２６年５月） 

④ ６月議会に条例案を提案（Ｈ２６年６月） 



平成２５年１０月 まちづくり防災課資料 

◆防災基本条例ができるまで 

 

 

策定委員会設置（８月） 

第２回策定委員会（１２月中） 

『素案の検討』 

 

会議録、素案の

公表（１月中） 

素案に対する意

見募集（３月） 

条例策定委員会を開

き、条例の必要性と

今後の検討方法を話

し合います。 

検討された内容を、実際に条例として文

章化し、素案を組み立てていきます。 

会議録、素案を広報、ホームペ

ージにて町民の皆さんに公表

します。 

素案の修正（３月） 

募集された意見を元に、委員会

で素案の修正を行います。 

修正された素案を、条例案として議

会に提出します。（法制担当による

細部の調整有） 

条例案提出及び全員協議会説明 

（５月） 

条例案の議決（６月） 

条例公布（Ｈ２６年６月） 

議会での修正等を経て、正式に条例

として議決されます。 
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（仮称）防災基本条例策定委員会 

第１回策定委員会（１０月中） 

『条例の必要性、検討の進め方』 

庁内調整 住民意見の反映 

第３回策定委員会（２月中） 

『素案の検討』 

 

第４回策定委員会（３月中） 

『修正案の検討』 

 
政策会議へ条例

案を付議（４月） 

庁議へ付議事案

提案（５月） 

どういった内容を条例として載せ

るかを話し合います。 

策定委員会での

素案内容を庁内

共有、意見募集 

（１～２月） 

公募委員の募集

（４・６月） 

公表された素案に対し、町民の

皆様からご意見を募集します。 


